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この文書は、グリーンピース・インターナショ
ナルが世界各国の交通およびモビリティーの専
門家のアドバイスを受けて、2024年3月に発行
したものです。日本語版の作成にあたっては、
グリーンピース・ジャパンが日本に関するデー
タを補足しました。

この文書のタイトルにもある「モビリティー」
は、空間的に移動、移動する能力、移動する体
制や仕組みを指します。ここでは、交通・移動
手段に関するもの、こと全般をモビリティーと
定義して使用します。

発行：2024年5月



現在、世界の多くの国・地域が公共交通を含め、	
交通部門について深刻な問題を抱えています	1。	
車両などからの温室効果ガスの大量排出によって
気候変動を悪化させているばかりか、人々の移動
のニーズに対応しているとは言えず、多くの人々
にとってアクセスと移動の機会が阻まれています。

私たちには、自分たちの生活に適したモビリティー 
が必要です。適正な料金、高い利便性、円滑な接続 
や乗り換え、安全で環境に配慮していることに加え、
社会的にも公正な移動手段、モビリティーが実現さ 
れるべきです。これらは最大の温室効果ガス（GHG）
である二酸化炭素の排出と大気汚染を軽減し、持続 
可能な未来を築くためにも不可欠な要素です。
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気候と交通
国連気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）によると、交通部門は世界の 
石油需要の約60％を占めており、また
世界の温室効果ガス排出量の約15％を 
占めています2, 3。

交通によるGHGの排出が多いのは北米、
欧州、東アジアで、これらの地域の合計
で世界の交通部門総排出量の50％を占 
めるとされています4。また、途上国で 
は交通部門の排出量は欧州や北米よりも
速いペースで増加しており、この傾向は
今後数十年続くとも予測されています5。

世界の約4割の国や地域で、交通が最大 
のエネルギー消費部門となっています6 。 
2010年以降、交通部門の排出量は他の 
すべての最終消費部門よりも高い増加率
を記録しており、過去10年間、年平均で
1.8％となっていました7。

日本では、2022年度の二酸化炭素に換算
した温室効果ガスの排出量の18.5％が 
運輸部門によるものでした8。世界平均 
を上回る割合であり、かつ、2021年比 
で4％の増加となっています9。

排出削減と雇用創出
2023年の国連気候変動枠組条約締約国 
会議（COP28）に先駆け、「未来は公共 
交通にあり（The Future Is Public 
Transport）」という、世界各国の自治
体の長、労働組合、交通当局、規制当局
などから成るグループが各国の政府に対

し、2030年までに都市での公共交通利用
を倍増させ、二酸化炭素の排出ゼロの公
共交通への移行を推進するよう訴えまし
た。このグループは、「公共交通サービス 
は気候危機を阻止するために最も費用
効率的な手段であるにもかかわらず、現
在、すべての人々が利用できるものには
なっていない」と指摘しています10。

公共交通部門に資金を注入することで、
職種の多様化や働き手のスキル向上につ
ながることが期待されています。また、
交通手段の選択肢が増えてアクセスが改
善すれば、他分野での雇用も生まれるこ
とでしょう。環境負荷の少ないモビリ 
ティーを実現することで、全世界で最大
1,500万人分の雇用が生まれるという試
算もあります11。

“2030年までに、グリーン	
		リカバリーの一環として
		公共交通利用を倍増させ
		ることができれば、世界
		の多くの都市で雇用が創
		出され、都市交通による
		二酸化炭素排出量が半分
		以下になり、交通に由来
		する大気汚染が最大で
		45％削減されるだろう”										
																								C40 Cities Climate 
                  Leadership Group (C40) 
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公共交通とアクティブモビリティー
持続的な交通システムとは、公共交通機関、徒歩、自転車が主要
な移動手段となることを指します。公共交通のあり方は地域や場
所によって多様なものです。誰にとっても手頃な料金で、利便性
が高く、安全で、接続がよく、気候に配慮した、社会的に公正
なものであれば、乗客やより広範な社会に多大な利益をもたらし
ます。通常、徒歩、自転車等を指すアクティブモビリティー（徒
歩、自転車など人力による移動手段）は、運動にもなり健康増進
の効果があるとされています。

交通手段の選択肢を広げることで、二酸化炭素の排出削減のみな
らず12、人々の運動量の増加13や賃金向上14、雇用創出15や社会的
つながりの増加に役立つ可能性もあり16、孤独感の低下にもつな 
がることも指摘されています17。

持続可能なモビリティーに向けたビジョン
この文書は、誰もが必要に応じて移動できるようになる世界を描
くために、グリーンピースが目指す持続可能なモビリティーのグ
ローバルビジョンを紹介・解説するものです。

IPCCは、電動化に加え、
公共交通への移行は健康
の増進や雇用拡大に寄与
し、エネルギー安全保障
を高め、公平性をもたら
す、と指摘しています。	

私たちのビジョンは、利便性、適正な料金、安全性、気候
への配慮、接続のよさ、社会的公正の6つのコンセプトに
もとづいています。

これらを組み合わせることによって、すべての人がよりよい、よ
りクリーンなモビリティーと移動の自由を手にする世界を描いて
います。これらのコンセプトは相互補完的なものです。例えば、
利便性の低い交通手段や高すぎる料金は社会的に公正とはなりえ
ません。

この文書は、モビリティーに関するさまざまなテーマについて世
界各国の専門家へ聞き取りを行った上で、社会的正義、公平性、
多様性、包括性、安全性といった視点を重視しながら作成しまし
た。各コンセプトは普遍的なものですが、実際は各国や地域の事
情や背景によって異なります。

現在の交通システムには課題があるものの、移動することは多く
の人にとって楽しい経験であり、生活を改善する機会、手段にも
なります。ポジティブなビジョンを提示することが、すべての人
にとってよりよい交通システムを実現する一助となるでしょう。
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適正な料金

世界銀行は、交通の「適正な料金」を「仕事、学校、医	
療などの社会サービスが提供される場所へ必要に応じて
移動でき、家族を訪問したり、緊急時に移動することが
できる水準、その際に他の支出を切る詰めることは必要
ない水準」と定義しています18。

誰もが基本的ニーズを満たし、機会を得るために必要な移動 
ができるようになるべきです。しかしながら、世界を見渡す
と交通費が大きな経済的負担となっていることもあります。
欧州連合（EU）では、交通費が平均で家計の15％19、米国では
16.9％を占めており、最低所得層では税引き後所得の30.2％
もが交通費に費やされているとされます20。

日本では、これらの国に比べ、交通費支出の割合が低いのが 
特徴です。国土交通省によると、消費支出額に占める公共交
通費の割合は減る傾向にあり、2020年には 2％以下でした。
しかし、自動車購入・維持にかかる支出はやや増加傾向にあ
り、8％前後で推移しています21。

世界に目を向けると、交通費を節約するために自転車や徒歩 
を選択せざるをえないケース22、公共交通料金が高いために移
動が制限されている、あるいはまったくできないようなケー 
スもあり、その場合、移動が阻まれていることになります。
また、これ自体が家計支出の数字には表れていないことにも
なります23 。ブラジルのサンパウロ市で2018年に実施された
調査では、交通費が理由で、診療が必要であるにも関わらず
「いつも」あるいは「ときどき」病院へ行けなかったと答え
た人は34％、学校や大学に行けなかったと答えた人は26％、
余暇活動の機会を逃したと答えた人は51％に上りました 24。  © Shutterstock
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この調査によって、低所得で最低限の教育しか受けていない
人々（その多くは白人以外の女性たち）が最も移動の制約を
受けていることも浮き彫りになりました。所得が少ない分、
時間で補う必要が生じ ― バスや電車で移動できないため徒
歩にするなど ― 所得が少ないと時間にも余裕がなくなる傾
向があると言えます25, 26。

交通費が適正なレベルになれば、低所得層にとって多大な恩
恵がもたらされます。欧州では、グリーンピースは各国で 
「気候チケット」運動を展開してきました。「気候チケッ
ト」とは、より持続可能な移動手段を奨励し、家計への負担
も減らすことを目的とした、低価格の公共交通チケットのこ
とで、一定の地域内でバスや電車などの公共交通機関を何度
も利用できるものです27。多くの国でこの制度がすでに実践
されており28、オーストリアのほか、ドイツでは手頃な価格
の月間パスの利用者が拡大しつつあります。

交通と格差
交通費の増加や減少の影響を受けるのは、どのような人たち
でしょうか  29。まず、男女間の格差があります。女性は男性
に比べて貧困に陥るリスクが高い上30、雇用、家族や親戚の
面倒を見るために複数の場所へ複雑な移動をすることが多
く、この移動のための費用を負担する場合が多いので、バス
賃や電車代の値上げにより強い影響を受けると言えます31。

障害があるなど、脆弱な立場に置かれた人々も、煩雑な移動
を強いられたり、社会的隔絶などにより不利な立場にありま
す。移動が長くなれば時間的・金銭的な負担も大きくなりま
す。また、公共交通サービスが行き届いていない地域に住む
場合はその負担がさらに増大します32。

米国のシンクタンク・世界資源研究所（WRI）による2018年
の調査では、ヨハネスブルグでは交通費があまりかからず職
場に通いやすい「立地のよい場所に住んでいる」人は住民の
わずか 9％、メキシコシティではこの数字はさらに低く7％
という結果が出ています。この調査からかなりの割合の市民

が、機会を得るための適切な手段を持たず交通費を支出でき
ないために「取り残されて」いることがわかりました33。

安全に関する懸念も交通費と関係しています。暴力や嫌がら
せ、とりわけ LGBTQIA+の人々や女性に対するハラスメント
行為を恐れ34、移動するためにタクシーを使わざるを得なか
ったり、公共交通機関でも遠回りしたりすることで交通費が
増えてしまうケースがあります35。

グリーンピースがインドのカルナータカ州で女性の安全な移
動を確保するためのキャンペーンを実施した結果、同州政府
は2023年、女性の就労機会拡大を目的として、州内全域で
女性用無料バスの導入を決定しました36。無料バスの導入に
より、最初の2週間でバス乗客数が23％増加しました37。 同
様の制度はデリーで2019年に開始されており、その後のグ
リーンピースと協力団体による働きかけを経て、対象がトラ
ンスジェンダーの人々にも拡大されました38, 39。

無料の移動手段
無料の公共交通サービスへの支持はインドにとどまらず世界
各地に広がっており、多様な運動が展開されています。すで
にブラジル40や欧州の都市41では、こうした制度の成功例が
いくつか生まれています。効果の程度は場所や状況によって
異なりますが、特に低所得世帯の機会拡大をはじめとするメ
リットが数多く確認されています42。また、高齢者の公共交
通料金を無料にしている地域もあります43。韓国では44 地下
鉄の運賃無料化により高齢者の移動が増えたことで、社会的
つながりの増加や自殺率・うつ罹患率の低下、医療費の削減
につながりました45。

日本では、高齢者を対象にした自治体の交通費に関するサー
ビスや内容は様々です。運賃が無料や割引になったり、定期
券を割安で購入できるケースもあります。例えば、東京都は
高齢者の社会参加と福祉を促進するため、70歳以上の都内在
住者を対象に、合計所得金額に応じて、都内のバスを割引価
格で利用できる「シルバーパス」の発行をしています 46。
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資金配分のあり方
公共交通サービスを運営するにあたって、全面的にあるいはその大半
を公的に補助しなければ、質の高く信頼できるサービスを実現するこ
とは困難であることはしばしば指摘されています47。つまり、信頼性や
安全性を確保したうえで、運賃を安価に設定し続けるためには、利用
者が払う料金以外の資金源が必要になります。

公共交通の運営のためには、例えば駅の建設などのための資金（資本コ
スト）と、運転手などの給与支払いを含む継続的にかかる運営費が必要
です 48。現在、公共交通機関の費用が大幅に不足している一方、自家
用車や飛行機といった持続的ではない移動手段に対して、政府から直
接間接に多額の補助金が支給されていることが世界中で観察されてい
ます49。日本では、2022年1月にエネルギー価格の高騰を受け、政府が
石油元売り各社に補助金を出し、ガソリンスタンドの仕入れ価格を下
げる仕組みを導入しました。この仕組みは2024年5月時点でも継続さ
れており、脱炭素の流れに逆行するものという批判を受けています 50。
また、自家用車を所有している人しかその恩恵を受けることはできま
せん。

グリーンピースは、2023年、欧州における交通に関する補助金支出に
関する調査を通し、EUの補助金制度が電車よりも飛行機で移動した場
合のほうが有利になっていること明らかにしました。航空会社は燃料
税が免除されているのに対して、鉄道会社は免除されておらず、結果
的に同じ区間を移動する場合、航空券代のほうが安価になっていたの
です51。社会的に公正で持続的な交通システムを実現するには、持続的
でない移動手段への補助金の廃止、ならびに公共交通機関やアクティブ
モビリティーへの資金の再配分が不可欠です。

日本でも、高度成長期には利用者の料金だけで運営が可能であったバ
スの路線が、高齢化や人口減少に伴い、本数が減る、廃線となるとい
うケースが出てきています52。また、台風や地震などの自然災害が発生
して被害を受けたローカル電車がその後廃線になる、あるいは復旧の
見通しが立たないというケースが全国で相次ぎ、多くの地元住民が移
動の手段を奪われた状態に置かれています。

誰もが手頃な料金で必要に応じて行きたい場所に行けるようになるこ
とが目指されるべきです。脆弱な立場に置かれた人々のために、公共
交通料金を下げることも社会的公正さの観点から必要です。

適正な料金に関する
グリーンピースの提言

•	 政府は、雇用や教育などの機会
を確保するため、公共交通機関
の料金を可能な限り低く設定す
るよう努めるべきです。公共交
通機関の利用が拡大することは
個人所有の車両の減少と温暖化
ガスの排出の削減にもつながり
ます。	

•	 政府は、自家用車や飛行機の燃
料費の補助金を廃止することを
検討すべきです。その分の資金
は公共交通機関の拡充へ配分さ
れるべきです。	

•	 交通事業者と政府は、運賃の値
下げや無料化にあたってサービ
スの質、労働者の保護、乗客の
安全を確保すべきです。
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利便性

利便性が高い交通システムとは、環境に配慮
した交通手段を、誰もがいつでもどこでも、
妨げられることなく適正な料金で使えるシス
テムのことです。

すべての人に開かれた包括的な交通システムを実現するために、交通の利便
性は極めて重要です。現状、人々が行きたい場所に行けない理由は多岐にわ
たります。

すべての人に移動の自由を
交通網へのアクセスのしやすさや交通ネットワーク（交通インフラ）は世界
各地で多様であり、同じ国や都市のなかでさえも同じではありません。国連
が2019年に世界95カ国610都市で集めたデータによると、世界の都市部住
民のうち公共交通サービスに比較的簡単にアクセスできるのは全体の半数程
度にとどまっています 53。同一都市内でも格差が存在し、都市の交通サービ
スや交通網へのアクセスの問題は、人種や階級の問題と関係しているケース
が多々あります54, 55 。例えば、米国では、交通手段がないために医療サービ
スを受けられないのは、社会経済的に不利な立場の人やエスニック・マイノ
リティー（民族的な少数派）に集中しているとされています56。

一方、農村地域にも、公共交通にまったくアクセスできない人々は存在し
ます57。スペインでは農村部の人口のうち公共交通機関を利用しているのは
36.3％であるのに対し、都市圏ではその割合が88.4％にのぼります58。また
農村部に公共交通機関があっても、一日のうち特定の時間にしか利用できな

い、運行予定があてにならないという場合もあります。世界の人口の約半数
は農村部で暮らしていることを考えると、農村部の利便性の悪さが社会へ与
える影響は大きいと言えます59。

また、仮に公共交通サービスがある場所であっても、移動に制約がある人や
障害のある人はバスの停留所や駅までたどり着くことが難しい場合がありま
す。高齢者にも移動が困難なケースがあることは明らかであり60、ある調査
では、高齢者の3分の1が、必要な移動を制限され、友人や家族を訪ねるこ
とがままならない状態に置かれている、としています61。

世界各地で、包摂的でかつ多様なニーズを充足できる交通ネットワークが求
められています。その実現のために、政府は公共交通システムの利便性改善
のために資金を投入し、サービスの地理的範囲を広げ、利便性の拡充を図る
必要があります。誰もが公共交通機関で容易に移動できるようになれば、そ
の利用者が増加するとともに個人が所有する自家用車の需要は減っていくこ
とでしょう。
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庶民の交通手段

「インフォーマル交通」と称されることもある
庶民の交通手段とは、主にグローバルサウスで
利用されている、規制を受けず、あるいは一部
の規制のみを受けて、民間業者が正式に定まっ
た停留所や時刻表なしに運営している交通サー
ビスのことを指します。

こうした交通手段は多くの人々に移動手段を提
供しています。特に、正規の公共交通が利用で
きない、料金が高い、または正式な公共交通機
関がそもそも存在しない場合の移動手段となっ
ています	。これらの交通手段は、大半の場合
政府の補助金を受けていないため、最低限の
コストは回収しなければなりません。結果とし
て車両の維持管理が適切に行われない、運転手
にとって労働条件が悪い、利用者に対して限ら
れたサービスしか提供できないなどの課題があ
ります。

一方で、これらの問題に対処し、他の交通手段
と組み合わせ、競争的にではなく相補補完的に
することで、より大規模で柔軟な交通網を生み
出し、移動手段の選択肢を増やすことが可能性
としてはあります。長期的視点に立てば、従業
員を中心に考え、雇用の安定を図り労働条件が
改善する可能性もあります。また、統合など他
の措置と同時に、より信頼性のあるサービスを
提供することで、乗客も利益を享受できます。

制約なく移動できること
公共交通サービスを使う場合、障害など移動が制約され
ている人々にとって、物理的にアクセスしづらい駅、車
両、空間は数多くあります62。車内に車椅子やベビーカー
のためのスペースやスロープがない、といった障壁がそ
の一例です63。アクセスのしやすさに関する課題も多岐
にわたりますが64, 65 、地域バスなど同種の車両でも標準
化がほとんどされておらず、移動に制約がある人にとっ
て自分が乗ろうとしているバスが乗車可能かどうかが予
測できないこともあります。

障害のある3,500人を対象にした2022年の国際調査で
は、欧州ではアムステルダムやパリが、アジアでは東
京、シンガポールが最もアクセスしやすい都市に選ばれ
ています66。シンガポールの大量高速輸送（MRT）シス
テムは車椅子に100％対応しており、駅ではバリアフリ
ーの経路も確保されています67。

交通と障害	
世界保健機関（WHO）の試算によると、世界では13億
もの人々が何らかの障害を抱えて暮らしています68。交
通システムへのアクセスが制限されることで、これらの
人々の生活や機会も制約を受けることになります。アフ
リカ29カ国を対象としたある調査は、障害のある人は、
交通政策・計画で全く配慮されていないこともあり、そ
の多くが社会から切り離され孤立した生活を強いられて
いる、としています69。また、2019年の別の調査では、
英国で障害を持つ成人が移動した回数は、障害のない成
人に比べて26％少なかったということが明らかになって
います70。

障害のある人は障害のない人よりも生活が困窮している
傾向があるにもかかわらず71、交通にはより多くの支出
を強いられることもあります。障害のある人はタクシー
や特殊な車両などより費用のかかる手段で移動しなけれ
ばならず、同時に介護者や支援者の交通費の支払いや、
車椅子利用に伴う追加料金を課されることもあるため
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利便性に関する
グリーンピースの提言

•	 政府および交通事業者は、都市と地
方の両方、またそれらをつなぐ交通
システムの利便性の改善のために資
金を確保、投入すべきです。交通シ
ステムへアクセスできる人が増え、
サービスの頻度や信頼性の向上につ
ながること、また、移動に制約のあ
る人にとって物理的な利便性が高ま
ることが期待されます。	

•	 採算性の確保も重要ですが、同時に
そこに住む住民を中心に据えた、利
便性を確保する交通のあり方がより
問われるようになるべきです。

です72。費用がかさめば通勤・通学など日々の行動も難しくなり
ます。

さらに、公共交通機関の利用において最も困難を抱えているの
が障害のある女性です。障害をもつ女性はいわゆる「二重差別」
にさらされています73。これは暴力や嫌がらせのリスクの増大と
障害者として受ける差別の二重の差別です74。安全性の問題が利
便性を左右しています。

社会的に公正な交通システムを実現するためには、都市の周縁
部や農村部の住民、幼児を連れての移動や障害など移動に制約
のある人々を考慮して、これらの人々を中心に考えた上で、意
思決定や計画策定を行うことが求められます。すべての人々の
尊厳と権利を守りながら可能な限り利便性の高いシステムを構
築することが望まれます。

利用の障壁
移動を完全に妨げるまでではないものの、繰り返し利用するに
は不便だったり、利用する気をなくす場合があります75。それが
理由で人々が持続的な移動手段を選択しないことや、移動その
ものをやめてしまう場合もあります。

具体的な障壁の例として、わかりにくい地図や標識76、音声案内
のない横断歩道77、極端な混雑や制限のある空間78、接続のため
のバス停や駅が極端に離れているケースなどが挙げられます79。
利用者によっては、人間が介在せず、インターネットか機械で
しか情報が得られない場合は使いづらさを感じることもありま
す80。米州開発銀行が中南米の4都市で行った調査によると、移
動に伴う障害には移動の準備、駅や停留所への移動、運賃の支
払い、待機、乗車、下車の準備、などすべての段階で生じること
が指摘されています。特に障害のある人にとっては、より不便
な目に直面することも明らかです81。

車椅子やベビーカーを使う人にとっては、歩道は制約が多く狭
いと感じられます。特に、車道に出て歩かなくてはならない場
合、大きな危険が伴います。歩道スペースを確保し、拡張する、
車の速度を落とすといった措置で、誰もが安全に移動できるよ
うな対応が求められています82。

10
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安全性

モビリティーは安全かつ包摂的であるべきで
す。すべての人がどんな交通手段においても
恐怖、脅威や危険を感じることなく快適に移
動できることが必要です。安全の課題には、
盗難、脅迫、嫌がらせなど個人の安全の問題
と、怪我や事故などがあります。

2023年現在、5〜29歳
人口の最大の死亡原因は
交通事故です。

個人の安全
公共交通機関を利用するにあたって、あるいは、徒歩や自
転車で移動するにあたって、個人の安全に関する懸念が障
壁となる場合があります。特に女性やLGBTQIA+、エスニッ 
ク・マイノリティーの人々にとってはそれが顕著になると
言えるでしょう。女性は、多くの国や大都市で公共交通機
関の利用者や歩行者の大半を占めていますが、安全を脅か
されるのは女性に集中しています83, 84。

世界の主要都市を対象としたある調査では、地下鉄に乗る
のは危険と感じる女性は男性よりも10％多く、また、バスの
場合は6％多くそう感じているという結果が出ています85。
危険を感じる結果、社会的、職業的、経済的問題や健康に
も影響が生じる恐れがあります。公共交通機関が危険だと
感じる女性は、仕事で夜間など特定の時間帯のシフトがで
きない、特定の経路を避けなければならないこともあるで
しょう86。また、安全を確保するために、より料金の高い
交通手段を選ばざるを得ないことや、特定の時間や場所へ
の移動を避けたりすることもあるため87、安全の課題は交
通費の問題に直結します。

米国と英国での調査から、性的マイノリティの人々も公共
交通機関に関してこのような安全上の不安を抱えているこ
とが明らかになっています88。また、ブラジルでの調査で
は、LGBTQIA+の49％が公共交通機関の利用中に何らかの
暴力または差別を受けており89、特に混雑しているときに
それが多いことが指摘されています90。日本でも電車内で
の痴漢の問題は長らく社会問題とされてきているものの、
特定の時間帯の女性専用車両を例外として、決定的な解決
策はいまだに見出されていません。

グリーンピースは、インドで女性と性的マイノリティの人々
が公共交通機関を利用する際の安全性向上に取り組んでき
ました91。2023年10月に実施された調査では、主に公共交
通機関の安全性と利便性に対する懸念により、女性の夜間
移動が妨げられていることを明らかにしています92。

公共交通機関の安全性の向上に成功している事例もありま
す。例えば、エクアドルの首都キトでは、車内で脅迫や嫌
がらせ行為が起きたときのための即時通報システムと被害
者への法的支援、周囲の人のための介入方法の訓練を組み
合わせた制度が導入されています93。

道路の安全性
世界保健機関（WHO）によると、世界では年間約120万人
に及ぶ人々が交通事故によって命を落としています94。ま
た、交通事故で怪我や死亡の被害に遭うのは交通弱者や低
中所得国に住む人々に偏っており、これらの国々では車移
動が増えるに伴い死亡事故の件数も増加傾向にあることが
指摘されています95。

交通事故のリスク要因は、スピードの出しすぎ96、飲酒、
薬物摂取、運転中の携帯電話使用、ヘルメットなしのバイ
ク運転、シートベルトやチャイルドシートの不使用などで
す97。こうした問題に対処すれば死傷者を大幅に減らせる
ことが証明されているにもかかわらず、断固とした対策が
取られている地域は限られています98。国連は、2030年ま
でに交通事故による死傷者数を2021年比で50％削減する
という目標を掲げています99。改良型の公共交通システム
の導入により、道路の安全性が飛躍的に向上することがあ
ります。例えば、コロンビアの首都ボゴタで大量輸送シス
テムの導入後、1年で沿線の死亡者が60％減少しました100。
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最も脆弱な立場に置かれた人々を守る交通システムが求め
られています。道路の安全を守るには、リスク要因に対処
し、アクティブモビリティー推進のためにも歩行者と自転
車を車から守るべきです101。

歩行と自転車の安全
車やバイクが歩道の上を走る、歩道がない、歩道が途切れて 
いる、段差があるなどの理由により、歩行者が安全な歩道
を使えない地域が世界には無数に存在します102。インドネ
シアの首都 ジャカルタは歩道が整備されておらず歩行者に
とって大変危険であり、歩行する人はほとんどいません103。
大型車やトラックも歩行者の死亡の大きな要因になってい
ます。例えば、米国での調査によると、2022年までの10年
間でスポーツ用多目的車（SUV）による死亡事故が120％増
加したとされています104。また、別の調査では、子供が普
通車に轢かれた場合と比較すると、SUVに轢かれた場合の
死亡率は8倍にもなることが指摘されています105。

移動手段として徒歩の機会を増やせば、健康に多大な利益
があります106。道路がもっと歩きやすく、かつ安全になれ
ば、人々は健康に、そして幸せになります。歩道の整備や
拡張は重要です。

自転車にも健康面で大きなメリットがありますが、事故の
リスクを恐れて自転車利用をためらう人も少なくありませ
ん107。車から自転車を守る自転車専用レーンがあれば、不
安が解消されて自転車利用者が増えることが明らかになっ
ています108。IPCCは、自動車による移動から徒歩や自転車
による移動へと移行するには、歩行者や自転車が車両から
守られることが重要であると強調しています 109。一方で、
自転車利用者や歩行者は、車両から排出される有害物資の
リスクに晒されます。しかし、アクティブモビリティーの
健康増進効果は汚染された大気を吸い込むリスクを上回
る、という報告もあります110。

日本では、交通事故死者数が全体として減少傾向にありま
すが、一方で自転車使用による死者の割合は増加傾向にあ

ります。2019年までの10年間で交通事故件数が約4割減少
したものの、自転車対歩行者の事故の減少率は1割にとどま
ったためです111。こうした状況を受けて、国土交通省は、
歩行者と自動車から分離された、自転車通行用空間の整備
の必要性を指摘しています。

徒歩であれ自転車であれ、これらの移動手段を選ぶにあた
って、車と接触する不安から解消され、安全だと感じられ
ることが重要です 112。自転車用・歩行者用のインフラに投
資し、道路を改善を図ることで、事故や怪我、死亡者が減
り113、アクティブモビリティーに安心感を持てるようにな
ること、健康が増進され、また温室効果ガス排出量の削減
につながるなど、効果は多岐にわたります。

労働者の安全
安全な公共交通網を考えるにあたって、運転手、車掌、駅係
員といった公共交通で働く人の安全確保も重要です。これ
には、バスや電車で働く人が嫌がらせや暴力を受けないこ
と114、また、車両、機器、インフラの安全性を担保すること
が含まれます。先述の途上国の庶民の交通手段に従事する
人は不安定な労働条件で働いていることが多く、他にも安
全などさまざまなリスクにさらされています115。

日本では、駅の係員や乗務員に対して威嚇や脅迫、人格を
否定するような発言など、「カスタマーハラスメント」と
呼ばれる著しい行為が増加していることが報告されていま
す。年間1千件程度が報告され、2023年には国土交通省が
実態調査を実施しています。同省はこの結果を受けて、取
り組みを強化していくとしています116。

公共交通機関で働く人々にとって、気候変動も今後ますま
す安全上の課題となり得ます。温室効果ガス排出量と大気
汚染の抑制につながる気候に配慮した交通網は、異常気象
に耐えうる車両やインフラを備え、従事する人の安全を守
るものであることが求められます。

モビリティーの安全に関する
グリーンピースの提言

•	 交通事業者は、乗客も従業員も暴力や嫌
がらせを受けないよう、車内での安全を
担保する必要があります。	

•	 各国政府は、スピード制限の導入と実
施、シートベルトやチャイルドシートの
利用の義務化、携帯電話の使用規制な
ど、交通事故のリスクに対し断固とした
対策を取ることが求められています。	

•	 政府は、より安全な道路を設計する、自
転車専用レーンを設ける、歩行者を車か
ら保護するなど、道路を利用するすべて
の人の安全を守る義務があります。
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環境と気候への配慮

環境と気候にやさしい持続的な交通システムと
は、温室効果ガスの排出や大気汚染が最小限に
抑制されたシステムのことです。再生可能エネ
ルギーを最大限利用した質の高い公共交通網を
中核とし、それをアクティブモビリティーであ
る自転車・徒歩のためのインフラで補完します。
このようなシステムは、異常気象に対してより
耐性があると考えられています。

交通が地球に与える影響
国際エネルギー機関（IEA）によると、現在世界全体で、交
通部門は必要なエネルギーの9割以上を石油に依存してお
り117、石油需要の約6割を占めています118。 IPCCによる第
6次評価報告書の分析では、交通部門は2019年に全世界の
温室効果ガス排出量の約15％を占めていました119。交通 
部門のうち、道路が排出量の4分の3近くを占め、エネル 
ギーを使用する全部門のなかでも最も速いペースの年率
1.7％で増加しています120。一方、IPCCによると、2010年
から2019年の間に交通部門全体でGHG排出量の増加が最
大だったのは、国際航空部門であり、年率3.4％で増加し
ました121。

私たちは、この交通の二酸化炭素排出の増加傾向を変えて
いく必要があります。環境を破壊せず、一方で移動するこ
とを制約されずに、すべての人に移動手段を確保し、持続
可能な未来につながる交通システムを構築することは可能
なのではないでしょうか。ある調査の試算によると、2030
年までに公共交通機関の利用を現在から2倍にすることが 

できれば、世界中の都市で何百万もの雇用が生まれるほか、 
都市交通による二酸化炭素排出量が半分以下になり、交通
による大気汚染も最大45％削減されるとされています122。

“脱炭素化に向かうため、交通による
			温室効果ガスの排出量を大幅に削減	
			し、統合的な交通システムの利便性
			を世界規模で向上させることが急務
			です。そのためには、交通部門の適応
			化と強靭化にしかるべき投資をする
			だけでなく、現在化石燃料に支払わ
			れている補助金を別の目的に振りむ
			けるほか、交通システム改革への
			投資を加速していく必要があります”

© Shutterstock
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“適切な政策を打ち出すことで、交通部門による二酸化炭素
			排出量は2015年から2050年までに約70％削減できます。
			この規模で炭素を削減できれば、パリ協定が掲げる地球
			温暖化を1.5℃に抑える目標も視野に入ってきます”			
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際交通フォーラム

私たちが吸っている空気
ガソリン・ディーゼル車による移動は気候変動を悪化させ
るだけでなく、人間の健康にも甚大な被害を及ぼします。
国際クリーン交通委員会（International Council on Clean 
Transportation）は、2015年にエンジン車から出た排気
は、全世界で10万人あたり5.38人の死亡につながったと
試算しています123。さらに、有害排気物質のPM2.5とオゾ
ン濃度の変化により生じた健康被害は、金額にして1兆ド
ルに達しています124。2019年に行われた調査では、米国で
車の排気ガスによる被害を受けるのはアジア系、アフリカ
系、ラテン系のグループに偏っていることが明らかになり
ました125。これは周縁化された人々が暮らすコミュニティ
が、幹線道路など汚染源の近くに位置していることと関係
しています。米国では、高速道路のなかにはエスニック・
マイノリティーの人々が住むコミュニティーを横断・隣接
して建設されているものがあります。その結果、住民が転
居を余儀なくされたり、残った住民が増加した車の排気ガ
スにさらされていることがあるのです126。

移動を減らし、排出量を減らす
効果的な措置を講じれば、気候変動の原因となる二酸化炭
素の排出量を減らすことは可能です127。

交通由来の排出削減のために、仕事では出張や移動を減ら
すよう奨励・誘導する、オンライン会議を増やす128、仕事
でもプライベートでも、毎回本当にその移動が必要かどう
かを検討することを習慣にするなどして、移動そのものを
減らすことができます。プライベートでは、休暇の際の旅
行はできるだけ電車を使う、あるいはより近い場所で休暇

を過ごすことなども考えられます。仮に日常的に頻繁に車
を使って用事を済ませているのであれば、移動回数や距離
を減らすことも考えられます。

必要なサービスや施設を居住地に近い場所に配置する、可
能な限り公共交通やアクティブモビリティーを使う手段を
提供し、その利用を促進することも移動を減らす方法とな
ります129。これを実現するには、土地利用と交通の一貫し
た計画、統合が不可欠です。生活、仕事、買い物、社交が
同じ地域内でできれば長距離移動や自家用車の必要性を減
らすことができます130, 131 。さらに、車での移動が減れば、
交通量や混雑が緩和され、バスなど公共交通機関の遅れも
回避できます。住民の住む場所の近くにサービスを配置
し、15分あるいは20分内で用事を果たせる地域を意味する
「15分都市」「20分生活圏」というコンセプトも提唱され
始めており132, 133、パリのほか、欧州の複数の都市ではこの
概念がすでに推進されています。

交通による排出量削減を実現する手段として、都市部での
自家用車の利用の抑制・削減も重要です。ロンドンで2019
年に導入された「超低排出ゾーン」という仕組みは、一定
の汚染物質を排出する車両から都心に入る際に料金を徴収
するものです。また、バルセロナの「スーパーブロック」
は、車の流れが公共スペースを迂回するように設計したも
のです134。

このような都市計画を通して、エネルギー需要と排出量の
削減が可能になります。ある調査では、このような施策で
「車の移動と排出量を30〜60％削減できる」としていま
す135。
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持続的ではない交通手段の段階的廃止
深刻化する気候変動の状況を受け、移動の削減や距離の短縮
とならんで、持続的でない交通手段の段階的廃止も急務で
す。そのためには、政府が内燃機関車（ICE）の新車販売を
廃止する必要があります。実際のところ、ノルウェー政府は
ICEの新車販売を2025年から廃止することを目指しているほ
か136、EUや英国政府はハイブリッド車を含めICEの新車販売
を2035年に禁止する政策をすでに打ち出しています137。

対照的に、日本では、2035年に純粋なガソリン車の新車販売
は終了しますが、ハイブリッド車の販売は現在のところ禁止
される見通しは立っていません。

車の販売と使用に関しては、大型でより多くの資源を消費 
するSUV車が世界的に増加傾向にある点も懸念すべきこと 
です。SUVは小型車よりも気候に大きな影響を与えます138。 
IEAの試算によると2022年にSUV車は全世界で10億トンの
二酸化炭素を排出しており139、SUV車を一つの国とみなした
場合、その二酸化炭素排出量は世界6位に匹敵します140。政
府は早急にSUVの規制を検討すべきです。

航空機による排出にも対策が必要です。欧州では、これまで
グリーンピースはEU加盟国政府に対してキャンペーンを展
開し、鉄道など他の選択肢がある場合は短距離のフライトを
禁止するよう働きかけてきました141。これは気候に配慮した

未来を築くための重要な一歩となるでしょう。

財務的に安定し、適正な価格で利用できる安全な公共交通シ
ステムがあれば、短距離フライトや自家用車の需要を減らす
ことが可能になります。また、今あるICE車がそのまま電気
自動車に入れ替わるだけという事態も回避できるでしょう。

今後、社会において、車の所有や短距離路線の飛行機利用に
対する人々の考え方が変わり、公共交通機関を使う頻度が増
え、短距離であれば徒歩や自転車で移動するなど、行動変容
に対する理解が深まっていくことが期待されます142。カー
シェアリング制度は希少な資源を有効活用する手段です。
自動車台数が減れば、必要な材料も少なくすみ、生産にかか
るエネルギーも削減できます。道路空間に余裕が生まれ、必
要な駐車スペースも減る可能性があります143。自家用車が駐
車場に停まっている時間は約95％であるという試算があり
ます144。つまり、大半の時間は使用されていないのです。地
域、国、世界レベルで公共交通網やアクティブモビリティー
を発展させ維持していくには、意識改革や個人の意思決定が
重要です145, 146 。

実際のところ、日本でもカーシェアリングの利用者は2022年
までに約260万人に拡大しています147。車は個人所有でなけ
ればならない、という従来の概念が変化している兆しと言え
るでしょう。

電気自動車（EV）

電気自動車は気候や環境の問題の解決
策の一部であるかもしれませんが、そ
れによってすべての交通と気候の問題
を解決できるという性質のものではあ
りません。ライフサイクルを通して考
えた場合、電気自動車の二酸化炭素排
出量は従来のICE車よりははるかに少
なく、有害排出物質も大幅に少なく、
スマートチャージやV2G（Vehicle-to-
Grid、電気自動車のバッテリーを電力
会社の電力系統に接続して電気を相互
に利用できる技術のこと）による再生
可能エネルギーとの統合にも対応でき
ます。しかし、交通事故、タイヤによ
る汚染、駐車スペースのような土地利
用や混雑といった今日の多くの問題を
解決するためには、走行する自動車の
数自体を大幅に減らすことが必須とな
ります。加えて、電気自動車のバッテ
リーに使われる鉱物の採掘は環境、社
会、人権の観点からも多大な影響を与
えています。従って、自家用車からカ
ーシェアリング、公共交通機関、アク
ティブモビリティーへ社会全体が移行
することが、排出量削減に最も有効な
手段の一つだと考えられるのです。
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レジリエンス
気候変動によって、世界各地ですでに社会経済イ
ンフラへの損傷や破壊が発生し、人々の安全が著
しく脅かされています148。異常気象は交通部門で
働く人や乗客の命を危険にさらし、膨大なコスト
負担にもつながっています。ある試算によれば全
世界の交通システムに自然災害が与える直接的な
被害額は年間150億ドルにものぼります149。

各国政府は何よりもまず排出量と気候変動の影響
を可能な限り抑えるためにあらゆる手段を講じな
ければなりませんが、適応策を実施していくこと
も重要です。気候変動に備えてインフラを強靭化
するために直近の財政支出が必要になりますが、
長期的視野に立てば、経済的にはよりコストを削
減できると考えられます。例えば、地下鉄は水害
の被害を受けやすく、大洪水が発生した際には路
線網に甚大な被害が出る可能性があることから、
リスク抑制のために再設計する必要があります。
橋、道路のほか、雨水排水システムのような補助
的インフラも同様です150。日本ではすでに、土砂
災害の被害を最小限に抑えるため斜面や堤防を利
用する、高速道路の料金データを使って特定のエ
リアいる人の数を迅速に把握するなど、一定の災
害対策措置がとられています151。

各国政府は、公共交通機関の拡充と同時に、既存
交通網の維持管理にも投資する必要があります152。
より柔軟性のある交通インフラが実現されれば、
徒歩や自転車と合わせて、交通部門の強靭化を実
現することができるのではないでしょうか。

環境と気候に配慮した
モビリティーに関する
グリーンピースの提言

•	 各国の政府と自動車メーカー
はICEの新車販売をEU圏内
では2028年までに、それ以
外の地域では2030年までに
終了すべきです。SUV、短距
離のフライトも規制の対象
とすべきであり、鉄道がある
経路については短距離飛行機
を廃止し鉄道に一本化すべき
です。	

•	 政府は自家用車の利用を抑制
するため、徒歩、自転車、カ
ーシェア、再生可能エネルギ
ーによる公共交通機関に優先
的に投資すべきです。	

•	 交通事業者は、気候変動に備
えた交通網とインフラの維持
と強靭化に投資すべきです。

“より包括的で繁栄をもたらす交通改革は、
			健全で環境に配慮した強靭な地域社会を
			築くための、絶好の機会となります”

© Shutterstock
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接続のよさ

すべての人々が、利用しやすく、
安全で、気候に配慮した交通手段
にアクセスすることができ、行
きたい場所へ移動できるように
なるべきです。交通ネットワーク
は、円滑に乗り換えができるなど
シームレスに効果的に連結して
いることが望まれます。信頼性の
高い交通ネットワークによって、
人々のモビリティーの質が	
格段に向上します。

交通ネットワークの効果的な接続について考えると、物理
的接続、情報、支払いなどいくつかの側面があります153。 
鉄道の駅のすぐ隣にバス停があったり、異なる交通手段間
の時刻表が調整されていれば、接続が乗り換えが格段に容
易になります154。待ち時間が長いと公共交通機関の利用を
躊躇する人も多くなるため、このような配慮は重要です155。 
米国ピッツバーグで実施された交通手段の接続改善プロジ
ェクトでは、オンラインツールを使って自転車や電動スク
ーターの利便性の高いモビリティーハブを整備しました。 
その結果、住民は持続しやすい手段を選択するようになり、
特に低所得層の住民にとってメリットがあったことが報告
されています156。また、乗り換えるたびに料金を支払うの
ではなく、出発地点から最終目的地まで、ひとつの交通カー
ドで移動することが次第に世界各地で普及しています。日本
では、SuicaやPasmoなどがしばらく前から導入されていま
すが、香港157、ロンドン158、ボゴタなどの都市でも一律料金
の交通カードが導入され、乗客は支払いや乗り換えを簡単
に行うことができるようになっています159。

格差の課題
公共交通機関の利用者にとっての使い勝手は、既存の格差
の問題に左右されることがあります。育児や介護といった
ケア、時間や金銭的制約などの理由から、女性は男性より
移動距離が短くなる傾向があります。中南米の都市を対象
にした調査では、子育てしながら働く女性の移動距離は、

電車、バス、徒歩、自転車などさまざまな移動手段を効果
的につなぐ交通ネットワークがあれば、乗り換えが簡単に
でき、移動の質が向上します。そのようなネットワークが、
短距離・長距離のどちらの移動でも利用できることが理想
的です。駅に駐輪場が設置されていることや自転車を電車
に持ち込めるようにすることなどが具体的な例です。

													　　									ファーストマイルとラストマイル

　																	日本ではこの言葉は物流で使われることのほうが多いかもしれません
																		が、「ファーストマイル・ラストマイル」とは、「自宅から乗車する停留
															所や駅まで」と「降車する停留所や駅から目的地まで」の移動を指します。
								この部分の移動のあり方が公共交通機関を選ぶかどうかを決める要因となる、
とも言われています。公共交通機関は、人々が暮らす場所や目的地の近くにあるこ
と、また、駅や停留所までの移動が安全で快適であることが望ましいわけです。

人の移動の「マイル」は、使い勝手が良い駐輪場など自転車インフラの強化、シェ
ア・サイクルの普及、歩道の安全性の向上などで改善することが可能です。	オラン
ダのように中核となる駅などには大型の駐輪場があり、ファーストマイル・ラスト
マイルと公共交通の連結が効率的になされている例もあります。
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男性の職場への移動距離より半径が20％短い傾向にある
ことが分かりました160。もし、交通網の接続がよくなれ
ば、女性たちが同じ時間で移動できる範囲が拡大し、新
しい機会が広がり、ジェンダー格差が縮小する可能性が
あります。

住む場所とアクセス
接続の良い交通ネットワークとは、都市、郊外、地方が適
切に接続され、人々がサービスを利用したいと思った時に
利用でき、信頼性が高く、適切な頻度で時間通りに運行さ
れる状態です。

接続が悪いのはインフラだけの問題ではない場合もあり
ます161。交通開発政策研究所（ITDP: Transportation and 
Development Policy）がブラジルで行った調査によると、
エスニック・マイノリティーや低所得層のほうが交通費支
出が多く、利用するバスや鉄道はより混雑しており、必要
な移動をする際の移動手段の選択肢が限られていることが
明らかになりました162。このような構造的な障壁が取り
除かれ、すべての人が正当なモビリティーにアクセスでき
るようになるべきです。

公共空間の使い方
現在、多くの都市で都市空間のかなりの部分が自動車のた
めに配分されています163。この空間の配分、利用の仕方を
考え直すことで、交通手段の選択肢を広げ、人にとってよ
り快適なモビリティーを実現することができます。自家用
車よりも徒歩、自転車、公共交通機関により多くの空間を
割り当てるより公正な配分を行うことで、公平性を高め、
道路を使うすべての人の安全性を確保し、交流の機会を増
やすことができるようになるのではないでしょうか164。例
えば、自家用車の利用を禁止するバス専用レーンがあれば
公共交通機関でより短時間で移動できるようになり、信頼
が高まり、毎日の通勤通学の効率性も高まります165。

コロンビアの首都ボゴタの実験が好例です。従来自動車
専用だった大通りに630kmの自転車道、100kmのバス専

用道路を建設166、これによって1996年には0.58％だった
自転車利用が、2014年には6％に増加したと報告されてい
ます167。また、パリでも近年、大通りの配分見直しを行
い、自動車から自転車に空間を振り分けました168。その 
結果、自転車移動の回数が一年間で54％増加しているの
です169。

人々の行動を変える政策が立案、実行され、接続がよく社
会的に公正な交通システムを築くことができれば、すべて
のコミュニティー、住民にとって恩恵をもたらすものにな
るでしょう。

モビリティーの費用
現状、移動手段といえば単に自動車を持っているかどう
か、と考える人もいるかもしれません。車があれば移動が
できるが持っていなければ移動ができない、という考えで
す。しかし実際には、自動車を中心にした交通ネットワー
クで、移動が容易になるわけでもありません。場所によっ
ては自家用車で移動しても駐車する場所を確保すること
で時間を浪費した、という経験を持っている人も多いで
しょう。

車を所有するには、購入費のほか駐車料金を含む維持費が
必要になりますが、それに加えて、排気、大気汚染、公共
スペースの占有といった、実質のコストが考慮されるべき
です170。そのコストを公共交通サービスやアクティブモ
ビリティーの改善に活用することも検討されるべきでしょ
う。サンフランシスコでは、路上駐車スペースの料金はそ
のスペースの実際の需要に応じて決められています。その
結果、混雑は緩和され、駐車収入は別の目的に使われて
います171。

交通ネットワークの接続が確保されれば、モビリティーの
可能性がさらに広がり、さまざまな機会が生まれます。仕
事や勉強をする場所の選択肢が増え、新しい余暇活動も楽
しめるようにもなります。

モビリティーの接続に関する
グリーンピースの提言

•	 政府は、自家用車利用よりも、鉄道
網、バス専用レーン、自転車レーンな
ど持続的モビリティーのインフラにス
ペースや資源を優先的に配分するべき
です。	

•	 交通事業者は、料金や時刻表など、交
通ネットワークの接続をより強化し、
利用者の利便性向上に努めるべきです。	

•	 政府は、これまで外部化されてきた環
境負荷を考慮し、二酸化炭素排出量の
多い交通手段が適正な価格になるよう
にすべきです。それには、自家用車利
用や駐車料金からの収入を、公共交通
機関やアクティブモビリティーに振り
向けることも含まれます。
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社会的公正

交通システムを社会的に公正なものにするには、
低所得層を含め弱い立場に置かれた人々を考慮
し、質の高いモビリティーを提供していく必要が
あります。同時に、一部の富裕層のみが使用する
プライベートジェットなど環境破壊的な交通手段
は抑制されるべきです。住民やコミュニティーの
ニーズを的確に反映し、彼らの意思決定を尊重す
ること、それによって持続的なモビリティーを実
現していくことが求められています。

人々のためのモビリティー
国によって事情は異なるものの、現状、交通部門の政府予
算は、高所得層向け、自家用車や道路の補助金に偏重して
いることが多くの国で指摘されています。石油など燃料に
対する補助金172、自家用車インフラ用予算173、航空会社へ
の多額の補助金174、駐車料金175、公共交通よりも自動車を
優先する道路の設計などがそれにあたります。

これに対し、公共交通機関は深刻な資金不足状態にあるこ
とが多く、徒歩や自転車用インフラのための資金は不十分
であるか、皆無であることが多々あります。アクティブモ
ビリティーへの投資の費用対効果は、健康増進などより大
きいな効果があることが実証されているにもかかわらずで
す176。この状況を見直し、公共交通サービスとアクティブ
モビリティーを中心とした交通政策を打ち出し、すべての
人にとって手頃で利便性の高い交通システムを構築すべき
です。

環境負荷の大きい最富裕層のモビリティー
社会的に公正な交通システムを実現するには、最も不平等
でかつ環境に悪影響を与える交通手段を制限する必要があ

ります。二酸化炭素を多く排出しているのは世界の最富裕
層や最富裕国でありながら、気候変動の影響を最も強く受
けているのはグローバルサウスの人々であり、排出量の不
平等は移動手段の不平等に関係していることも明白です177。
また、裕福な人ほど車を所有し、飛行機で移動する傾向が
あります178。グローバルノース諸国の多くの人々が頻繁に
飛行機に乗るのに対し、世界人口の80％は飛行機を利用し
たことがないという報告もあります179。

プライベートジェットで移動する超富裕層も存在します。 
1 回の移動の一人当たり温室効果ガス排出量で見ると、プ
ライベートジェットでの移動が、圧倒的に最も環境負荷の
大きい手段となります。ある報告書では、プライベートジェ 
ットが環境破壊に寄与する度合い（乗客一人あたり）は商用
機の5〜14倍、鉄道の50倍になると試算されています 180。
そのほかにも、温室効果ガス排出量が他の交通手段よりも
多い富裕層の移動手段として、ヘリコプターやスーパーヨ
ットが挙げられます181。

日本は経済大国でありながらも、プライベートジェット機
の登録数が極めて少ないため、このような問題は現在のと
ころ生じていません。経済規模の近いドイツや英国では、
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数百機が登録されているのに対し、2024年の日本での
プライベートジェット機登録は50機未満にとどまって
おり、これは歓迎されるべきことです182。

コミュニティーを意思決定の中心に
社会的に公正な交通システムを実現するには、初期の
段階から地域の幅広い層の住民の声を反映させ、物事
を決めていくことが重要です。利用しやすいモビリテ
ィーを実現するためには、どのような形にすれば利用
しやすくなるか、交通事業者に任せるだけではなく、
利便性の向上を皆で考えることが必要です。日本の場
合、特に高齢化や過疎化が進む地域では、財政的な判
断をするうえでも市町村レベルでの協議は重要になり
ます183。

これは世界どの地域でも当てはまることです。例え
ば、1971年にオランダのサイクリスト組合から支援を
受けて展開されたアムステルダムの活動「ストップ子
供の交通死亡事故（Stop de kindermoord）」は、オラ
ンダ政府がその後交通計画に自転車を組み込むように
なる大きな要因になりました184。

働く人にとっての公正な移行
交通部門で働く人々にとって自分たちの声が聞かれ、
適切なトレーニングを受ける機会があり、労働時間や
給与は不当ではなく、雇用が保証されていなければ、
社会的に公正な交通システムとは呼べないでしょう。
利用者にとってサービスが改善し、料金が手頃であっ
ても、運営者側の給与や運営に支障を生じさせないこ
とが求められるわけです185。

交通セクターで働く人々にとっては、暴力や嫌がらせ
を受けない環境、物理的な環境の安全が保証されてい
る必要があります。さらに、今後は特に気候変動の影
響によって安全が脅かされる可能性があるため、設備
の維持管理の強化など予備的な措置を取ることもより
求められていくことになります186。

環境に優しい交通セクターは、現在炭素排出の多い産業に
従事している労働者の受け皿となるという見方を取る人も
います187。国際運輸労連（International Transport Workers 
Federation）とC40 による試算では、1.5℃目標達成のため
に必要とされる投資によって、世界の大都市で約460万も 
の雇用が生まれるとしています188。持続的なモビリティー
を構成する電車の車両、バス車両、電動自転車などの製造
拡大が必要になると考えられています189。

新しい、持続的なモビリティーへの公正な移行は、公共交
通ネットワークで働く人々とその代表組織の参加、巻き込
みがあってこそ実現可能になります190。両者が参加するこ
とで働く人の権利が守られ、働きがいのある人間らしい仕
事（ディーセント・ワーク）が可能になるのです。

公共交通機関の運営母体の理事会に労働者の枠を設けるな
どの措置も検討されるべきでしょう191。ヨハネスブルグや
ジャカルタでは、先述の庶民交通サービスが、それに従事
していた人々の主導で正規の公共交通サービスへ移行する
ことに成功しています192。交通サービスが正規化すること
で、働く人々にとっては労働条件などが明らかになるとと
もに安全が確保されました。

交通セクター従事者、コミュニティー、社会的に弱い立場
に置かれた人々をモビリティーに関する意思決定の中心に
据えれば、すべての人に新たな機会をもたらすモビリティ
ーを構築することが可能になるでしょう。

“公正な移行とは、炭素からの	
			脱却のみならず、格差からの	
			脱却とも捉えられるべきです”					
																																																								国際運輸労連

社会的に公正なモビリティーに
関する提言

•	 政府、従来の自動車メーカー、航空会社
は、これらのセクターで働く人々とコミュ
ニティーを中心に据えて、公正な移行を
実現していく必要があります。	

•	 政府と交通事業者は、働く人、利用者、
コミュニティーが交通計画と意思決定	
に確実に参加できるように、民主的な	
プロセスを担保する必要があります。
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